2022年度現業・公企・公共交通部門に関わる
制度政策要求の取り組みの解説
環境保全・資源循環型廃棄物行政に関わる制度政策要求について

〔要　求〕
	１．一般廃棄物の適正かつ円滑な処理が確保されるよう、環境省が策定した「廃棄物に関する新型コロナウイルス感染症対策ガイドライン」に沿い、作業従事者が新型コロナウイルスに感染した場合や感染が拡大した場合等の対応や、広域連携での応援要請や他の市町村等の施設での処理にむけた調整・検討などを盛り込んだ「廃棄物処理事業継続計画」を、廃棄物処理業者と情報共有し円滑に協力して策定すること。
２．委託を含めた廃棄物処理にかかわるすべての事業者に対して、感染防止に必要なマスクや防護服などの配布を行うこと。また、防護資材の不足などにより廃棄物処理に関し支障が生じる場合は、速やかに道に相談すること。
３．住民の家庭ごみ排出時や収集運搬にともなう感染を防止するため「廃棄物に関する新型コロナウイルス感染症対策ガイドライン」や、環境省が作成し、道のホームページに登載されているごみの捨て方に関するパンフレットを参考に、広く地域住民に対して周知・啓発を行うこと。


〔解　説〕

⑴　道は環境省が策定した「廃棄物に関する新型コロナウイルス感染症対策ガイドライン」沿って必要な措置を講じるよう、廃棄物処理業者や市町村等（一部事務組合等を含む）に通知しています。また、防護資材についても環境省において、マスクや防護服などの購入を希望する市町村等からの要望をとりまとめ、配布するなどの対応を行っているほか、防護資材の不足など、廃棄物処理に関し支障が生じる可能性がある場合は、道に相談するよう各自治体に伝えています。
⑵　廃棄物処理事業が民間委託されている自治体が多い道内では必要備品の確保が委託業者任せになっているところもあります。廃棄物事業を特に１社にすべてを委託化しているような自治体は、民間委託職場にて数人の感染者が発生した場合、職場の閉鎖で自治体全体の廃棄物処理が止まることを意味するため、近隣自治体との広域応援体制など業務継続計画対策が策定されているかの確認が必要となり、感染拡大を最小限に抑えるためにも現場の職員、自治体、道でしっかりと連携し情報共有をはかり迅速に対応する事が重要です。例えば、自治体全域でごみ収集がストップした場合、住民生活に大きな影響が出ることはもとより役場にも多数の問い合わせが来るため、業務に多大な影響が出ることが予想されます。
止めることのできない生活インフラを支える業務であり、地域公共サービスを担うすべての労働者の総体の課題としてとらえる必要があります。
	

	2020道政への要求と提言「現業職場および環境保全・廃棄物行政に関する要求」回答抜粋
（前略）また、防護資材については、廃棄物処理における新型コロナウイルス感染症対策が適切に実施されるよう、環境省において、マスクや防護服などの購入を希望する市町村等からの要望をとりまとめ、配布するなどの対応を行っているほか、防護資材の不足など、廃棄物処理に関し支障が生じる可能性がある場合は、当課（北海道市町村課）に相談いただくよう市町村等に伝えているところです。

	


⑶　新型コロナのオミクロン株の感染拡大にともない、自宅待機者が増えると想定されます。ごみ排出にともなう感染リスクは廃棄物収集労働者の問題だけではなく、ごみ排出場所を利用する地域住民にとっても同様です。
環境省は啓発チラシを作成しホームページ上で周知を行っていますが、廃棄物収集労働者や地域住民を守るためにも、これら資料を自治体で活用し周知を行っていく必要があります。
	（参考）環境省HP：新型コロナウイルス感染症に係る廃棄物対策について取りまとめた資料
・廃棄物に関する新型コロナウイルス感染症対策ガイドライン
・新型コロナウイルスに係る廃棄物対策のチラシ
https://www.env.go.jp/recycle/waste/sp_contr/infection/coronakoho.html


〔要　求〕
	４．自治体財政に影響を与える廃棄物処理施設の延命化事業や交付対象とならない廃棄物施設関連の事業、廃止した焼却炉の解体費などに対する財政措置の拡充を国や道に対して強く要望すること。


〔解　説〕

　自治体焼却施設におけるダイオキシン抑制対策で、旧施設が廃止とともに新規施設が建設され、自治体にとって、新設にともなう旧施設の解体については国の財政措置がされたものの、廃止のみでは解体補助がされず莫大な費用を強いられるために未解体のまま放置されています。また、環境整備対策として、施設の周辺の整備や施設の建屋部分、地域住民の環境啓発を主たる目的とした多目的施設、リサイクル施設において稼働する重機類、ダイオキシンの飛散・曝露防止対策事業や、施設の延命化をはかる基幹事業などへの国による財政支援の拡大も急がれており、自治体としても強く要請を強めていく必要があります。
〔要　求〕
	５．リサイクル関連法の円滑な運用による資源循環型社会の実現にむけ、国や道にさらなる財政措置を求めること。


〔解　説〕

2021年４月22日、菅総理（当時）が政府の地球温暖化対策推進本部において「2030年温室効果ガス削減目標を46％とし、50％の高みへのチャレンジを追求する」と表明し、５月26日に成立した改正地球温暖化対策推進法では、2050年脱炭素社会の実現が明記され、日本がパリ協定の実現に継続的に取り組むことになりました。
また、廃プラチックの海洋汚染が国際的な問題となるなか、「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律」が2021年６月に成立し、容器包装プラスチック以外の製品プラスチックについても、プラスチック廃棄物の排出の抑制や、容リ法ルートを活用した回収・再商品化などが方針化され2022年４月施行となります。
しかし、自治体の努力義務とされる家庭の「プラスチックごみ」の分別回収について、環境省の調査では、施行後３年以内に導入を検討するとしている市区町村と広域行政組合は、全国で72団体にとどまっています。資源循環型社会の実現にむけて予算措置を国や道に求める必要があります。
	環境省HP：プラスチック資源循環法関連
https://www.env.go.jp/recycle/plastic/circulation.html


〔要　求〕
	６．小型電気電子機器リサイクル制度に基づき、小型家電について可能な限り多くの品目について回収を行うこと。また回収方法の住民周知についてもしっかりと行うこと。


〔解　説〕

道内の各自治体において家庭ごみ（リサイクル品目を除く）については、ほとんどの自治体において有料収集となっています。制度自体に義務は課されてはいませんが、この制度が実施されていない、また実施されていても制度の対象となる28品目のすべてが実施されていない自治体については、住民サービスという点において不公平感があります。広域事務組合と構成市町村との調整が困難な自治体についても、自治体から道への相談があれば道として調整は可能とのことです。
	経済産業省HP：小型家電リサイクル法の概要について（制度概要、対象28品目についてなど）
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/sangyo_gijutsu/haikibutsu_recycle/pdf/027_01_01.pdf


〔要　求〕
	７. リチウムイオン電池はその利便性から増加傾向にあり、発火による火災事故、廃棄物運搬時の火災についても報告されている。住民啓発や処理ルートの適正な構築、廃棄物運搬時の火災防止やリチウムイオン電池の適切な回収・リサイクルルートへの誘導のための体制を整備すること。


〔解　説〕

リチウムイオン電池を含む市販製品は、その利便性から年々増加傾向にありますが、普及にともない発火による火災事故も増えています。家庭ごみ収集は、ほとんどの自治体でごみ収集車によるごみを圧縮して収集する方式を取っていますが、不燃ごみに紛れて排出されたリチウムイオン電池が回収の際の圧縮により発火し火災事故が発生する事例も全国的に報告がされています。
一方で、リチウムイオン電池の回収については統一的な基準がまだ作成されておらず、自治体により回収方法はさまざまです。商品購入時に引き換えでの対応しかできない自治体も存在すします。自治体としてリチウムイオン電池の適切な回収・リサイクルルートを構築するとともに、住民啓発を行っていく必要があります。
〔要　求〕
	８．アスベストや産業廃棄物、家電などの一般家庭廃棄物の不法投棄対策として独自の監視機関を設置するなどの対策を強化することともにすでに投棄されたものに関しては適正な公的関与を行うこと。


〔解　説〕

産業廃棄物などの違法投棄問題への対策として、道は、2010年度に事業者に立入検査、航空機などによる上空からの監視、廃棄物車両に対しての指導、休日夜間のパトロールなどで体制を強化し、不適正処理が多発している５振興局には警察ＯＢを配置しています。アスベスト資材など危険物質の違法投棄など、各自治体においても独自の監視体制の拡充が必要であり、不法投棄未然防止事業協力による助成金も活用しながら積極的な指導・啓発活動、パトロールなどを実施し、取り締まりを強化する必要があります。
〔要　求〕
	９．ガス缶・スプレー缶の排出の際、住民の穴開け時の火災事故が多発しており、死亡事故も起きているため、住民の安心・安全のため、穴を開けない回収方法の確立を行うこと。


〔解　説〕

環境省・道庁は「穴あけの作業の時の事故防止のためにスプレー缶に穴を開けずに排出することが望ましい」旨、自治体に周知していますが、自治体によっては穴を開けてから排出するルールとされているところもあります。
しかし、穴あけ作業に不安をもつ住民も多く、穴あけによる死亡火災事故も発生しています。住民の安心・安全のためには、穴を開けない状態でガス缶・スプレー缶の回収を行う必要があります。
〔要　求〕
	10．水銀含有廃棄物の回収システムを整備すること。また、水銀含有廃棄物等の処理基準に適応した施設整備に関わる予算措置を講ずること。


〔解　説〕

2013年10月に採択された「水銀に関する水俣条約」では、水銀含有廃棄物が環境上適正な方法で管理されるよう措置を講じなければならないとされています。水銀が気化すると人体への影響があるとされていることから、蛍光管などについては破損させないことが望ましい。また、処理工場においては焼却してしまうと大気中に飛散してしまうことが問題とされています。焼却工場に混入しないようガイドラインに示された品目の適正な回収システムの確立及び住民への排出方法の徹底、水銀含有ばいじん等の処理基準を満たした中間処理施設等の施設整備が必要です。
	【参考】環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部：水銀廃棄物ガイドライン

https://www.env.go.jp/recycle/waste/mercury-disposal/h2906_guide1.pdf


〔要　求〕
	11. 廃棄物行政の質的向上をはかるために職員の研修を拡充するとともに、循環型社会形成にむけて児童などに対しての環境教育を推進すること。また、「食品ロス問題」についても啓発活動の推進と環境教育の場で積極的に取り上げること。


〔解　説〕

⑴　循環型社会へむけた国の取り組みがなされつつありますが、さらなる全体化を進めるためには施設に勤務する従事者への研修・学習をはじめとして、施設利用者や子どもたちやその家族なども巻き込んだ環境教育をさらに推進し、意識の拡大を進める必要があります。

⑵　食品ロス問題については、食品の売れ残りや食べ残し、食品の製造過程において大量に発生している食品廃棄物の減量化と飼料や肥料などの再生利用化促進にむけ、「食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律」が2001年５月に施行されました。2007年の改正を経て、現在も見直し検討に関わる合同会合が開催され、食品廃棄物の発生抑制と再生利用を推進するための改善案が示されています。食品ロス削減はごみの減量化にもつながるため、地域住民の意識向上と児童に対する環境教育が重要となってきます。
〔要　求〕
	12．各法改正に伴う分別収集区分の見直しに対し、行政責任による住民への指導・啓発を強化するとともに、その体制を確立すること。


〔解　説〕
「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律」（要求５．も参照）の施行にともない、収集・分別区分の拡大・変更を行う場合は、地域住民への混乱を最小限に抑えるため、指導啓発体制を確立し適切な人員配置をする必要があります。
〔要　求〕
	13．環境維持事業の早急な復旧・復興の観点から災害廃棄物の収集運搬・処理・保管場所について、広域的な連携を構築するために関係団体などとの調整をはかること。また、緊急時に対応できる車両等機材の確保をはかること。


〔解　説〕

⑴　災害発生時の廃棄物処理の対応として、道は「北海道地域防災計画」のもとで道内23の広域ブロックごみ処理体制を進めており、2011年４月には災害発生時に国や市町村、広域処理の調整として「北海道産業廃棄物協会」との協定を結び、災害時に備えています。
2014年３月に改正された国の震災廃棄物対策指針に基づき、自治体としても近隣自治体との協力はもとより広域的な連携の拡大を進め、全道的な防災ネットワークの確立にむけた検討が早急に求められます。
⑵　有害廃棄物の運搬車両の確保について検討しておくことは極めて重要です。このため、市町村においては、発災時の人員や車輌の不足に備えて平常時に近隣の市町村等との協力･連携体制を構築することや、道が発災時に災害廃棄物の処理状況を把握し、運搬車輌が不足し処理に支障を生じている場合などに市町村や関係団体と車輌確保にむけた調整を行うことについて、災害廃棄物処理計画に盛り込むことを検討しています。

	【災害時の廃棄物処理計画について　道からの回答】

　災害廃棄物処理計画については、大規模な災害時において、住民の健康や安全をはじめ、良好な衛生環境等の維持確保を図るため、関係者が連携、協力した迅速かつ適切な災害廃棄物の処理が必要不可欠であることから、国が設置する協議会に参画し、国や市町村等との連携体制を構築するとともに、昨年などの大雨被害における対応状況等も踏まえ、今後、国のブロック計画等と整合を図りながら新たに災害廃棄物処理計画を策定することとしております。

　また、市町村によっては、収集運搬車輌や処理施設が被災を受ける可能性があるほか、大規模な災害の発生時には、運搬能力を超える災害廃棄物の発生が危惧される地域もあることから、各市町村や振興局の枠にとらわれず、広域的な処理を行うことが必要と考えております。現在検討中の道の災害廃棄物処理計画では、発災時の人的派遣・応援も含め、市町村間の連携や広域処理に向けた道の調整についても検討いただくことになります。


〔要　求〕
	14．労使共同での安全作業マニュアルの策定を行い、直営、委託を問わず、作業者には作業マニュアルを徹底し、清掃職場における安全管理・健康管理に努めること。


〔解　説〕

収集・運搬・処理・処分の一連の廃棄物業務に関わる職場は、災害や事故が発生すると重篤な結果につながります。安全衛生委員会の開催など労働安全衛生法を遵守した職場体制を確立は当然のことですが、環境省が定めている「清掃事業における安全衛生管理要綱」に基づき、労働安全衛生体制の強化をはかる必要があります。（第一部　2022年度自治体労働者の賃金労働条件に関する統一要求　11－⑴も参照）
	厚生労働省HP：清掃事業における安全衛生管理要綱

　https://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/anzeneisei14/dl/080201g_0010.pdf


学校および保育施設の給食に関わる制度政策要求
〔要　求〕
	１．新型コロナウイルス感染症の感染拡大により景気が低迷し、子どもが食事の回数を減らすケースが増えていることや学校の休校措置によって給食すら食べられない子どもが体重を減らし、健康的な生活が送れなかったことが報告されている。この問題は学校の三期期間（春休み・夏休み・冬休み）においても同様の事態が発生していることを踏まえ、子どもたちへの給食の提供体制を確立すること。


〔解　説〕
⑴　一昨年より続く新型コロナの感染拡大が深刻化するなか、2020年春は全国の多くの小中高校や特別支援学校において休校措置がとられ、それにより給食の提供についてもストップしました。
新型コロナ影響により景気が低迷し、子どもが食事の回数を減らすケースが増えていることや学校の休校措置によって給食すら食べられない子どもが体重を減らし、健康的な生活が送れなかったことが報告されています。この問題は従来から学校の三期期間（春休み・夏休み・冬休み）においても同様の事態が発生しています。
⑵　国庫補助を受けて整備された学校給食施設を一時的に学校給食以外の用途に活用する場合は、財産処分の手続きが必要と誤解している自治体も存在しますが、文科省はこのような場合には財産処分に該当しないと整理しており、大規模災害での炊き出しや新型コロナなどの感染症の感染拡大の防止を目的とした休校措置期間に児童・生徒への食事の提供を行う際は特段の手続きの必要がないことについて、自治労本部現業評議会と文科省の交渉で確認しています。
	

	自治労要請

国庫補助を受けて整備された学校給食施設を一時的に学校給食以外の用途に活用する場合は、財産処分の手続きが必要とされているが、大規模災害での炊き出しや感染症の感染拡大の防止を目的とした休校措置期間に児童・生徒への食事の提供を行う際、緊急事態に必要な食事の提供の妨げになっていることを踏まえ、自治体の判断で学校給食施設を活用できるよう改善すること。
文部科学省の回答

「国庫補助を受けて整備された学校給食施設を一時的に学校給食以外の用途に活用する場合は、財産処分の手続きが必要とされている」に関しては、文科省はこのような場合には財産処分に該当しないと整理しており、特段手続きは必要ありません。自治体によっては誤解しているところがあるかもしれませんが、今年の5月13日に健康教育食育課から事務連絡を発出しています。一時的にというのは一週間、一ヶ月など期間が決まっているのではなく、学校給食施設の目的を侵害しない範囲内であればよいと解釈しています。学校給食をつくる傍らでそれ以外の食事をつくる用途も各地方公共団体の柔軟な判断で可能です。

	


このように文部科学省は、コロナ禍や大規模災害における食事の提供は、学校給食施設の目的を侵害しない範囲であれば目的外使用にあたらないとしていることに加え、文部科学省は４月７日に発出した「新型コロナウイルス感染症に対応した臨時休業の実施に関するガイドライン（改訂版）」において「子どもの居場所確保にあたり、児童生徒等に対して学校給食の調理場や調理員を活用して昼食を提供することも工夫の一つと考えられ、地域の実情やニーズに応じて対応を判断いただきたいこと」としています。

いずれにしても、学校給食が命をつなげる一食となっている子どもたちが多く存在することに真摯に向き合い、給食の提供が難しい場合であっても、給食に代わるおにぎりや軽食といった昼食の提供が求められています。各地域実情に合った地域公共サービスについて自治体当局と早急に協議する必要があります。
〔要　求〕
	

	２．国が定める人員配置基準は現状の調理場運営方式や衛生基準体制にそぐわず、学校給食職場では慢性的な人員不足による業務過多の状況にあることから、安全衛生管理の徹底が十分に行われていない職場も見受けられる。人工の見直も含め適正な人員配置での運用とすること。
４．給食従事者をはじめ全関係職員を対象とした衛生管理基準に基づいた研修会・講習会の実施と内容の充実をはかるとともに、受講対象者への参加について周知徹底と参加についての配慮など制度の整備をはかること。

	


〔解　説〕

⑴　保育園や学校給食における大規模食中毒や園児・児童・生徒の命に係わる重大な給食事故が全国的に発生しています。道内においてもノロウイルスなどによる感染型食中毒、学校給食の誤嚥による死亡事故、アレルギー対応食の誤配・誤食、異物混入等の給食事故が発生しており、安全衛生管理体制と危機管理体制の整備、関係職員への周知徹底が強く求められています。
2014年３月の文部科学省「学校給食における食物アレルギー対応について（通知）」のなかでは、学校現場での食物アレルギー対応に関わる給食施設・設備面、人員配置や研修体制の充実についても触れられており、施設設備の早急な改善・改修、人員を含めた安全管理体制の整備についても強く求めていくことが重要です。（第一部　2022年度自治体労働者の賃金労働条件に関する統一要求　10－⑵も参照）
⑵　道本部が道に対して行った「2020道政への要求と提言」では、「学校給食衛生管理基準に基づく定期点検票の確認を行うとともに課題のある調理場に対し、保健所と合同の立ち入り検査や国の衛生管理指導者派遣事業を活用した指導助言を行っているが、昨年度は、定期点検の結果、全体の約３割（札幌市を除く）の調理場に課題が見られた」と回答しています。各自治体においても、学校管理者として積極的な研修会への調理従事者をはじめとした学校給食関係者の参加拡大をはかる取り組みを強化する必要があります。

⑶　学校給食における衛生管理の再点検として、道と保健所が2011年に行った道内の学校給食施設の立入調査と指導による点検の結果、施設・設備の改修等で予算措置が必要なものについては改善計画書の提出を指示し、改善がはかられるまでの代替措置の指導を行うこととしていますが、いまだ十分な対応が行われている状況とはいえません。自治体において施設改修に係わる経費の財政措置と必要な人員の確保を要望し、さらなる調査と衛生管理の徹底にむけた早急な対策が必要です。
〔要　求〕
	３．学校給食施設および設備の整備管理に係る衛生管理基準、ならびに労働安全衛生法第３条に基づき、食品の衛生管理を行うことはもとより、職員の健康管理を徹底する観点から、給食調理場に空調設備を設置する予算措置を行うこと。また、学校の給食配膳室において、室内や食品の温度管理が適切に行えているか調査を行うとともに適切な温度管理が出来るよう冷食品を保管する冷蔵庫等を設置する予算措置を行うこと。


〔解　説〕

学校給食調理場については、近年、地球温暖化の影響による平均気温の上昇により、労働環境の厳しさが増しており、また、衛生環境の面においても大きな課題となっています。2020年の新型コロナ禍においては、学校の臨時休業による夏休み期間短縮により、夏季期間の調理場環境が問題となりました。自治労本部現業評議会は調理場における熱中症対策が喫緊の課題であることを訴え、文科省に対して空調設置に対する予算措置を求めた結果、文科省から「2021年度の概算要求において、給食施設の衛生環境をより一層改善し、給食調理に携わる教職員の方々の健康を確保するために既存の給食調理場への空調設備のみの設置についても補助対象となるよう財務省に対し要求しているところ」との回答を引き出しています。
	

	文部科学省に対する要請内容

文部科学省の調査でも明らかなように、多くの調理施設に空調設備がなく、適切な温度・湿度を維持することが困難であることはもとより、今年度、熱中症の症状により調理員が緊急搬送される事例が発生するなど看過できない問題が発生している。こうした状況を踏まえ、調理場の新・増改築時に伴う空調設備の設置への交付金のみならず、空調設備の設置のみを行う場合に対しても予算措置を講ずること。また、予算措置を行う際は、スポットクーラーなどの移動式空調設備は、抜本的な問題解決にならないことを認識するとともに、電源工事費を含めたすべての費用に対する予算を確保すること。

文部科学省の回答

（2020年）７月にも要望いただいていた。その際には新増改築のタイミングで空調設置が可能であること、新型コロナウイルス対応地方創生臨時交付金でスポットクーラー等を導入することが可能であることを地方公共団体に周知している旨をお伝えした。その後、来年度の概算要求において給食施設の衛生環境をより一層改善し、給食調理に携わる教職員の方々の健康を確保するために既存の給食調理場への空調設備のみの設置も可能になるよう補助対象の拡充を要求したところだ。文部科学省としては引き続きさまざまな教育に携わる皆さんの声を聞きながら各地方公共団体の相談にも丁寧に対応しつつしっかりと安全確保のための取り組みが進むよう支援していきたい。

	


この要請後、2020年12月15日に閣議決定され2020年度第３次補正予算以降、空調設備のみの設置も補助対象となる制度改正が行われています。
そのため、各単組においても現段階から当局に対して予算措置を求めていく必要があります。
〔要　求〕
	５．他部署・園内・校内の連携など業務マニュアルを策定しておき、災害発生時に、自治体職員として非常召集した際の具体的な役割、災害時の調理場の活用など職務についての明確化をはかり、必要な資機材の整備を行ない、充実させること。


〔解　説〕

⑴　学校や給食センターの施設は災害発生時において避難所や防災施設となります。しかしながら、道内の各自治体の防災計画においては、自治体職員としての学校給食調理員の非常参集時における職務や、交通機関やライフラインが途絶えた状況下での役割、関わり方などが明確にされておらず、また、教職員と地域住民との連携体制も整備されていない状況にあります。
非常参集時における学校給食調理員の役割が明確になっている他の自治体の事例や取り組み例などを参考としながら自治体における具体的な取り組み、職務・役割の明確化を求めていきます。
2018年に発生した、北海道胆振東部地震の際、避難所が設置された都市において給食調理員が避難所運営の支援を行っています。

また、道外ではありますが、東日本大震災の際に避難所の衛生管理や給食施設・設備等を活用した炊き出し、非常食の管理、避難所の開設・設営の補助等を地域住民と協力して行ったなどの事例があります。
⑵　学校給食施設を一時的に学校給食以外の用途に活用する場合について（１－⑵参照）
〔要　求〕
	６．食育基本法に基づき、食育推進計画策定（改訂計画を含む）の進捗状況を明らかにするとともに、国の「食育推進計画」に基づき、専門調理師や調理師等を食育関係事業の重要な担い手として位置づけ、これら資格を有する給食調理員の有効活用を明確にし、学校における食育推進を具体的にすすめること。


〔解　説〕

⑴　2015年に「食育基本法」が改正され、2021年には新たに第４次食育推進基本計画が策定されました。食育基本法では各自治体において「食育推進計画」の策定に努めなければならないとされています。道においても2019～2023年の５ヵ年計画として「第４次北海道食育推進計画（どさんこ食育推進プラン）」が策定され、各保健・医療・産業振興・教育などのさまざまな団体で構成されたネットワークを構築し、各振興局を軸として取り組みを進めてきています。
しかしながら、道内自治体における食育推進計画の策定状況は2021年３月現在で134自治体となっており、いまだに着手していない自治体もあります。自治体における食育を推進するにあたっては、学校給食による子どもたちの指導を足がかりとして地域へ波及させていくための実現可能な推進計画の策定が必要です。

	

	食育基本法

食育基本法とは、食育に関する取り組みを推進するために制定された全33条から成る法律で、食育の推進に関する施策の実施を「国の責務」として定めています。2015年に改正され、食育推進業務は内閣府から農林水産省へ移管しています。
食育推進計画

食育推進基本計画は、食育基本法に基づき、食育の推進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、食育推進会議が作成し、施策についての基本的な方針や食育推進の目標等を定めるもので、５年ごとに作成しています。現在は2021年３月に公表された「第４次食育推進基本計画」となっています。
農林水産省HP：新たな「食育推進基本計画」の公表について
https://www.maff.go.jp/j/press/syouan/hyoji/210331_35.html

	


	

	第４次北海道食育推進計画～どさんこ食育推進プラン～

道では、2005年に「北海道食育推進行動計画」を、さらに2009年に「第２次北海道食育推進計画」（どさんこ食育推進プラン）、2014年に「第３次北海道食育推進計画」（どさんこ食育推進プラン）を策定し、北海道の食育を総合的に推進してきました。

３次にわたる計画により、道内各地で様々な主体による食育活動が広がりをみせる一方、野菜や果物の摂取量が少ない道民の食生活、高齢化の進展に伴う高齢者層への食育の重要性の増大、地域の食育の担い手の減少、環境に配慮した食品ロス削減への社会的関心の高まりなど、様々な課題が引き続き存在することから、これらの課題や食育をめぐる情勢の変化等を踏まえ、食育の意義、大切さを改めて考え、関係の機関、団体を含め、道民の皆さまと役割を分担しながら、北海道の食育を総合的・計画的に推進するため、2019年に「第４次北海道食育推進計画」（どさんこ食育推進プラン）が策定されています。
北海道HP：北海道が進める食育（どさんこ食育推進プラン）
https://www.pref.hokkaido.lg.jp/ns/shs/data/advance/plan.html

	


⑵　第４次食育推進基本計画のなかでは、学校、保育所等における食育の推進として、その中核である栄養職員とともに専門調理師・調理技能士の養成をはかるとともに、食育の推進に向けてその多面的な活動が推進されるよう取り組むとされています。
	

	第４次食育推進計画（専門的知識を有する人材の養成・活用）
国民一人一人が食に関する知識を持ち、自らこれを実践できるようにするため、大学、短期大学、専門学校等において、食育に関し専門知識を備えた管理栄養士、栄養士、専門調理師等の養成を図るとともに、食育の推進に向けてその多面的な活動が推進されるよう取り組む。

また、地域において、食育の推進が着実に図られるように、都道府県や市町村における管理栄養士等の配置を推進するとともに、高度な専門性を発揮できる管理栄養士の育成を図る。

あわせて、食生活に関する生活習慣と疾患の関連等、医学教育の充実を推進するとともに、適切な食事指導、ライフステージに応じた食育の推進等、歯学教育の充実を図る。

	


	

	専門調理師（農林水産省HP：2 専門調理師・調理師の養成・活用　抜粋）
近年、外食への依存度が高くなっており、飲食店等において、健康に配慮したメニューや商品が提供されることや食に関する分かりやすい情報、知識の提供が行われることが重要となっています。また、急速に進む高齢化、生活習慣病の増大や食の安全・安心を脅かす問題の発生など食生活を取り巻く社会環境が大きく変化するとともに、厨房機器の多様化など調理を巡る環境も変化してきていることから、時代に即した専門的知識・技術を有する専門調理師や調理師（以下「専門調理師等」という。）の養成が求められています。
専門調理師等は、「調理師法」（昭和33年法律第147号）に基づく資格であり、専門調理師については厚生労働大臣認定として「日本料理」、「西洋料理」、「麺料理」、「すし料理」、「中国料理」、「給食用特殊料理」の計6種類があり、また調理師については都道府県知事免許として交付されています。
平成28（2016）年4月1日現在、調理師養成施設数は276校（平成27（2015）年度276校）であり、平成27（2015）年度には調理師免許が36,935件（平成26（2014）年度37,990件）交付されており、累計交付数約375万件となっています。専門調理師は、平成28（2016）年度専門調理師認定証書交付数が645件（平成27（2015）年度627件）であり、累計交付数37,716件となっています。

公益社団法人調理技術技能センターでは、高度な調理技術を生かして地域における食育推進運動のリーダーとして活躍できる専門調理師を養成するために、「専門調理師・調理技能士のための食育推進員認定講座」を開催しています。平成29（2017）年3月現在、4,646人を「専門調理食育推進員」に認定しており、うち139人を「専門調理食育推進指導員」としています。この名簿を各都道府県に送付し、食育推進活動等における専門調理師の活用を促しています。
https://www.maff.go.jp/j/syokuiku/wpaper/h28/h28_h/book/part2/chap3/b2_c3_7_02.html

	


⑶　道教育庁では、2020年12月25日付の調理師業務従事者届出についての発出文書で「学校における食育を効果的に推進するため保護者、地域と連携した取り組みなどに専門調理師や調理師、食育推進員の資格を有する学校給食調理員を活用するようあわせてお願いします。」としています。各自治体において食育推進計画を策定するとともに、学校や各種施設、地域と連携した食育の取り組みを促進するため、専門調理師等の資格を有する給食調理員、自治体職員の多面的な活動推進とその位置づけの明文化を求めます。

	

	【調理師の活用について（2020.11.25道文書）】

教健体第763号
令和２年11月25日

各教育局長　様

学校教育局健康・体育課長
調理師業務従事者届出の実施について（通知）

　このことについて、道保健福祉部健康安全局地域保健課がん対策等担当課長から別添写しのとおり通知がありました。

　ついては、各市町村教育委員会及び関係道立学校に、添付の啓発用チラシを配布願います。

　なお、学校における食育を効果的に推進するため、保護者、地域と連携した取組等において、専門調理師や調理師、食育推進員の資格を有する学校給食調理員の活用が図られるよう併せて周知願います。

	


学校用務員に関わる制度政策要求について

〔要　求〕
	１．自治体施設関連・特に学校設備及び周辺の児童・生徒が使用する施設の危険箇所における事故の発生を想定し、早急に調査の上、必要な予算措置を講じ、またアスベスト（石綿）使用の再点検（排煙筒など）・除去や施設設備の改善をはかること。


〔解　説〕
防火扉、シャッターの誤動作による事故や外壁のはがれ、危険箇所としての認識不足による転落事故や遊具での事故など校舎内外の危険箇所の改善が急がれており、常時、学校施設内の調査・点検・確認を行うとともに、定期的に調査・点検を行う必要があります。その際は、施設・設備を熟知する学校用務員を交えた調査・点検体制を構築することが重要かつ的確です。
危険箇所の改善にあたっては必要な予算措置を求めるとともに、学校用務員をはじめ現場の意見を十分ふまえ、画一的な対応とならないように求めていきます。
また、排煙筒などのアスベスト飛散が問題になり、改修が進んでいるものの覆いかぶせた箇所など改めて点検する必要があります。
〔要　求〕
	２．学校における防犯対策を強化には、施設・設備の改善を進めるとともに、学校用務員の存在が不可欠であり、危機管理体制の一員として配置するとともに役割分担の明確化し確立すること。


〔解　説〕
学校用務員も教職員の一員として、児童・生徒を不審者から守るために教員や地域と連携して対策に取り組む必要があります。そのためにも必要な施設・設備の改善を急ぐとともに校舎内外・通学路や周辺の見回り、学校用務員も学校や地域において不審者対策の危機管理体制に加わり、役割分担や連絡・誘導などの体制を明確にする必要があります。
	〔要　求〕
３．環境教育の一環として、児童・生徒が直接関わることができる学校内での、ごみの減量、資源循環を積極的に進めるとともに、実施にあたっては学校用務員を有効に活用すること。


〔解　説〕

環境にやさしい「社会保全・資源循環型」の社会をめざし、学校・教育現場において環境教育は資源の有効活用やごみの減量化が将来につながることから重要な取り組みとなります。学校用務員を有効活用し分別・資源化を推進して学校からごみの減量化の促進、分別・リサイクルに取り組みます。
〔要　求〕
	４．災害時の避難所として機能が求められる校舎に防災備蓄などの施設設備を充実させるとともに、学校現場と地域を熟知する学校用務員の防災体制の位置づけ、備蓄品の管理業務の確立と避難所運営に必要な実務研修制度を充実させること。


〔解　説〕
頻発する大規模自然災害の経験から、住民の避難所として学校が果たすべき役割は極めて重要です。地域の防災拠点として校舎の耐震化調査・施設改修、防災・災害備蓄、装備品の配備など住民の生命に関わることから早急に見直しをする必要があります。
また、学校施設を防災拠点として有効に機能させ、初動体制を確立するためには、学校施設を熟知する学校用務員を各自治体の策定する防災計画に位置づけ、役割を明確にする必要があります。
そのためにも関係する会議などへの参加、避難所運営とあわせて備蓄品の管理に携わるなど必要な実務研修の実施を求めていく必要があります。
〔要　求〕
	５．学校職場における公務災害防止や、児童・生徒、または当該用務員の安全確保のため、単独作業を避け複数人で作業できる体制を整えるとともに、学校用務員の作業に関する安全作業マニュアルの作成や点検を行い、チェーンソーや刈払い機の使用など危険作業への従事者へは、労働安全衛生法第59条第３項が定める特別教育の実施と、学校職場全体に関わる安全衛生体制を整備すること。また、近年、高所作業中に脚立や梯子からの転落事故が相次いでいることから。適切な転落事故防止用安全装具(ヘルメット、フルハーネス型安全帯等)を配備すること。
６．児童・生徒の安全確保や事故防止のため、学校用務員が日常業務で使用する工具や薬剤を適切に保管するため、用務員が管理できる施錠可能で安全な作業室を確保すること。


〔解　説〕
⑴　用務員の作業実態上、管理監督者がいないことが多いため、自らの安全を守るためには、出来るだけ単独での作業は行わないなどとあわせ危険予知訓練や危険予知活動を推進しなければなりません。また学校職場全体や事業所別(学校ごと)の安全衛生体制を整備・確立することが重要となります。
安全作業マニュアルの作成や職場チェックリストの作成、転落防止対策の検討、防護具・転落防止器具の整備や危険業務(刈払い機・チェンソーなど)安全講習参加のための予算を求める必要があります。
	

	労働安全衛生法（抜粋）
第五十九条 事業者は、労働者を雇い入れたときは、当該労働者に対し、厚生労働省令で定めるところにより、その従事する業務に関する安全又は衛生のための教育を行なわなければならない。

２　前項の規定は、労働者の作業内容を変更したときについて準用する。

３　事業者は、危険又は有害な業務で、厚生労働省令で定めるものに労働者をつかせるときは、厚生労働省令で定めるところにより、当該業務に関する安全又は衛生のための特別の教育を行なわなければならない。

	


	

	文部科学省に対する要請内容
用務員の多岐にわたる業務の中にはチェーンソーや刈払機を使用し、学校環境整備を行うことがあり、児童・生徒・用務員などを巻き込んだ重大事故の恐れがある。自治労が行った調査では労働安全衛生法第59条に基づく特別教育の受講は全国的に進んでいないのが現状である。このような状況を踏まえ、法令遵守にむけた文部科学省の取り組みを明らかにするとともに、受講状況を把握し、特別教育を受けさせず業務を行わせている自治体に対し、適切な助言を行うこと。また、特別教育の受講に係る費用は国庫負担とし、予算措置を講じること。
文部科学省の回答
学校用務員を含めた教職員の安全かつ適切な労働環境を確立することはそれぞれの学校において非常に重要であり個々の教職員が労働安全衛生に関する知識を共有することは極めて重要であると考えている。チェーンソーを使用するような特定の危険・有害な業務に労働者をつかせる時には特別教育を行うこととなっており、それは当然学校においても実施されるべきものだ。一方で各学校における取り組みは設置者である自治体で責任をもって行ってもらうものになるので各自治体で必要に応じて予算措置など対応してもらう必要がある。一方で主旨がなかなか周知徹底されないという声をよく聞き、周知徹底の重要性を認識している。今年度はコロナの影響もあり対面の説明会が中止されたりしているが、可能な限り通知の発出をしたり、オンラインを含めて周知に努めたい。

	


⑵　用務員職場では、樹木剪定中などの高所作業中に脚立や梯子からの転落事故の発生が後を絶たず、死亡や意識不明の重体となるケースが発生しています。そのような中、2018年６月８日に「労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令」が公布され、従来の安全帯については2022年１月２日以降使用ができなくなり、6.75ｍを超える作業や高さ２ｍ以上で作業床を設けることが困難な場所で作業を行う場合はハーネス型の使用が義務付けられました。
直営・委託問わず、法令に従った適切な転落事故防止用安全装具が配備されているかの確認を行い、配備されていない場合は求めていく必要があります。
	

	厚生労働省HP：安全帯が「墜落制止用器具」に変わります！

https://www.mhlw.go.jp/content/11302000/000473567.pdf

	


⑶　児童・生徒の安全確保や事故防止のため、用務員が日常業務で使用する工具や薬剤の適正な保管、安全な作業場の確保は非常に重要です。自治労本部現業評議会と文部科学省の交渉では、校舎の大規模改修時に学校施設環境改善交付金を活用しても必要なスペースを確保することが可能であるとの回答を得ています。
	

	現業評議会で行った文部科学省に対する要請内容

児童・生徒の安全確保や事故防止のため、用務員が日常業務で使用する工具や薬剤の適正な保管、さらには、安全な作業場の確保は非常に重要である。こうしたことを踏まえ、新・増改築のみならず、単独で作業室や保管庫等設置を行う際にも、学校施設環境改善交付金の活用ができるよう予算措置を行うこと。

文部科学省の回答

作業室、保管庫等については単体で整備する制度はないが、児童生徒や用務員の方々の安全確保は非常に重要である。学校の施設は老朽化が深刻な問題となっており、今までは築50年ほどで改築していたのがほとんどだったが、今は長寿命化改良という形で完全に取り壊すのではなくもう一度リニューアルし30年40年使えるようにする改修も行っている。そういった改修を行う際には、校舎の内部の大幅なレイアウト変更や、現代のさまざまな教育的な要請にあわせた改修を行うことになる。そのタイミングにあわせて、スペースの確保をしてもらうことが可能だ。各学校の設置者に対して、老朽化の対策をいかに計画的に進めていくかを要請しているところであり、そこで紹介する事例に入れることなどもあると思っている。引き続き要望を踏まえて最大限各学校設置者の声に寄り添いつつ取り組みを進めていきたい。

	


	

	【2014年度北海道教育庁への「要求と提言」に対する回答より】

　学校において、労働安全衛生法の規定に基づく安全衛生管理体制を整備することは、教職員が意欲と使命感を持って教育活動に専念できる適切な労働環境の確保に資するものであり、学校教育全体の質の向上に寄与する観点からも、大切なことと考えている。

　こうしたことから、これまで市町村教育委員会に対しては、平成22年４月に、各学校において衛生委員会の設置に努めるよう、また、平成23年12月に、労働安全衛生管理体制の整備をはかるよう、通知するとともに、全道小中学校長会議において、職務環境の整備、安全衛生の確保に努め、災害防止に関する工夫をするなど、教職員の安全に対する意識の啓発要請を行っているところ。

　なお、市町村立学校においても、労働安全衛生法に基づき、体制を整備することは必要なことであることから、引き続き設置者である市町村教育委員会に対し、様々な機会を通じて働きかけてまいる。

	


〔要　求〕
	７．学校用務員業務については、その性質上から民間委託は馴染まず、シルバー人材センターへの包括委託についても違法性が高いことから偽装請負や派遣法違反に抵触する恐れが多分にあり直営による職員配置を行うこと。


〔解　説〕
特に用務員における清掃業者からの派遣やシルバー人材センターから労働者派遣が見受けられます。業務に係り指揮命令が直接行えないばかりか派遣元は届け出が必要となっています。責任ある自治体自らが法に抵触することのないよう労働組合として確認することが求められます。またシルバー人材センターにおいても、臨時的かつ短期的な業務となっていることから馴染まないとされています。
	

	【労働者派遣と請負について】

○派遣先は、派遣元事業主（許可、届出のある事業所）以外から労働者派遣の役務の提供を受けてはならない（労働者派遣法第24条の２）。

○適正な労働者派遣契約を締結しなければならない（労働者派遣法第26条）。

○派遣元事業主に対して派遣受入の期間制限抵触日を通知しなければならない（労働者派遣法第26条）。

○派遣先は、派遣労働者の国籍、信条、性別、社会的身分、派遣労働者が労働組合の正当な行為をしたことを理由として派遣契約を解除してはならない（労働者派遣法第27条）。

○派遣受入可能期間の遵守、派遣責任者の選任及び派遣先管理台帳の整備など派遣先が講ずべき措置等を講じなければならない（労働者派遣法第39条～43条）。

[image: image1.emf]○派遣先が講ずべき措置に関する指針（最終改正　平成21年厚生労働省告示第245号）及び日雇派遣労働者の雇用の安定等をはかるために派遣元事業主および派遣先が講ずべき措置に関する指針（平成20年厚生労働省告示第36号）を遵守しなければならない。
　

	


道路維持に関わる制度政策要求について
〔要　求〕
	１．委託を含めた道路維持にかかわる各事業者に対して、新型コロナウイルス感染防止に必要なマスクや防護服などの配布を行うなど感染防止対策を徹底するとともに、感染拡大にともなう業務停止の際の広域連携での応援要請など、体制を整えること。


〔解　説〕
特にすべてを委託化しているような自治体は、民間委託職場にて数人の感染者が発生した場合、職場の閉鎖で自治体全体の事業が止まることを意味します。道路維持事業に携わるすべての労働者の感染防止対策が重要となってくるとともに、近隣自治体との広域応援体制など業務継続計画対策が策定されているか、確認が必要となります。（環境保全・資源循環型廃棄物行政に関わる制度政策要求について１－⑴⑵も参照）

〔要　求〕
	２．住民の移動手段の基盤である生活道路の「安全性の確保」は、自治体の責務であり日常からの点検・補修を行うことで、緊急時における迅速な対応が可能であり、道路維持管理業務については、自治体が責任をもって行うこと。


〔解　説〕
道路維持業務について、道路管理者は住民の移動手段の基盤である生活道路の点検を定期的に行い、異常があるときは修繕・安全確保を行う、もしくは関係各所への連絡等の適切な対応を取らなければなりません。迅速な対応をしなければ※管理瑕疵（かんりかし）を発生させることとなります。
	

	※　道路に『設置の瑕疵』や『管理の瑕疵』があって他人に被害が生じたときは、国または公共団体は被害者に賠償する義務を負います。『設置の瑕疵』とは、例えば道路法第29条（道路の構造の原則）に反して不備な道路を作ってしまったとき、道路法第42条（道路の維持又は修繕）の努めを果たさなかったときなどに考えられます。実務上は、両者をあわせて『道路の管理瑕疵』と言う場合が多いようです。

『道路の管理瑕疵』がある状態の具体例は次のような例。

・一定の状況における道路の損傷の放置（舗装路面の破損、橋の高欄の破損等の放置）
・路上障害物の放置（土石、竹木、工事用機械・材料の放置）

・道路工事又は占用工事等の際の安全措置の不履行
（標識、防護柵、警戒灯等を設置しないこと）

・その他適切な管理権を行使しないこと
（耐荷力の小さい橋等について荷重制限をしておかないこと等）

	


〔要　求〕
	３．労働人口不足や労働者の高齢化により、冬季の道路除雪作業を行う人員など技術系労働者の確保が今後難しくなることが予想される。将来にわたる公共サービスの維持のため、直営による運用も含めた体制の整備について検討を行うこと。


〔解　説〕
近年、労働人口不足や労働者の高齢化により、すでに各自治体では特に技術系労働者の確保が難しくなってきている状況について2021秋闘のオルグでも明らかになってきています。これは、特に都市部での技術系民間労働者の賃金が引き上げられ、労働者が流れてしまっていることが理由と思われます。

将来にわたる公共サービスの維持のためにも、直営による運用も含めて検討し、初任給水準の引き上げなど職員の処遇改善も行いながら、自治体総体として労働者の確保に取り組まなければなりません。
〔要　求〕
	４．災害発生時には、自治体職員として非常召集した際の具体的な役割、職務についての業務マニュアルをあらかじめ策定しておき、施設・機材の整備・充実、防災担当部門など他部署との連携等などを充実させること。
５．特に近年、風水害や大雪による被害が大きく、現場での判断の遅れが２次被害を引き起こす原因となっている。現場では経験や他部署との連携を見据えた迅速な対応が必要となるため、直営による職員配置を行うこと。


〔解　説〕
近年頻発する災害時には現場の実働部隊として道路維持管理職場は業務にあたります。使用する車両・資機材の充実をはかり、あわせて免許・資格保有者を育成・確保の必要があります。また、災害現場で判断し確かな情報伝達を関係部署に行うことが必須であることから、直営職員の配置と技術継承が求められます。
〔要　求〕
	６．大型重機による作業は、車両や歩行者など周囲へ細心の注意を払う必要があり、特に冬季の除排雪作業は視界不良時、夜間作業を伴うので、複数による作業を徹底すること。


〔解　説〕
大型車両は普通車に比べ死角が広いため走行時、作業時の安全確認には注意を要します。冬季は降雪時等の視界不良時や夜間作業もともなうこともあります。周囲への細心の注意を払わなければならないので除雪時の添乗者の同乗や誘導作業員等を配置し、複数による安全確認が重要です。
地方公営事業（水道・下水道・電気・ガス事業）に関する制度政策要求
〔要　求〕
	１．経費削減や人員削減のみを目的とした民間委託は行わず、事業運営の見直しにあたっては、行政としての責任を視点とした検討に合わせ、業務委託によるリスク管理などについて、現在実施されている委託業務を含め十分な検討と検証を行うこと。

２．災害時の対応について、関係法令の遵守を視点に職員の勤務労働条件や健康管理対策などについて事前に協議を行うこと。また、災害対応マニュアル、事業継続計画（BCP）の策定、見直しにあたっては、被害を想定し、対応可能な職員の把握など実効ある危機管理体制を確立すると同時に研修や訓練の充実をはかること。

３．技術系職員の採用を行い、技術の継承のための人材確保と人材育成など必要な対応を行うと同時に中長期的な人事政策を明らかにすること。また、職員の技術継承や人材育成を視点とした人事異動の基本的考え方について、労使間で協議を行うこと。

４．総務省が進める下水道職場や簡易水道職場への地方公営企業法の適用拡大については法適用範囲の考え方を明らかにし、全部適用を検討すること。また事前に労使協議を行い検討の状況について明らかにするとともに、専門的な複式簿記を扱う事務職員の人材確保や研修などの人材育成を行うこと。適用に際しては、公共の福祉を守ることや公共サービスの低下を招くことのないよう、必要な人員と予算の確保を行うこと。

５．経営政策を含めた中長期的な事業プランなど事業の方向性や考え方について明らかにすること。また、コンセッション方式を含むＰＰＰ/ＰＦＩの導入や事業統合、事業譲渡などを一方的に進めず労使協議後に判断すること。住民へ事業の将来的な見通しや料金のあり方を丁寧に説明すること。広域化、広域連携に関する検討状況を明らかにするとともに、検討段階から十分な労使協議を行うこと。


〔公営企業を取りまく情勢と背景〕
水道・下水道など地方公営事業は、都市基盤の中で重要なインフラとして急速に整備が進められ、膨大な資産が形成されています。これらの資産は、すでに改築・更新の時期が迫っています。　

施設の延命化を含めた維持管理の充実と改築・更新事業のあり方が大きな課題とされ、アセットマネジメント手法の活用などによる効果的で効率的な事業運営が求められています。また、大規模な自然災害が頻発するなか、災害対策への取り組みが重要度を増し、施設の耐震化や機能強化も喫緊の課題になっています。

総務省より「公営企業会計の適用の推進について」（2015年１月27日）通知がなされ、下水道事業および簡易水道事業を実施する、人口３万人以上の市町村においては、ほとんどの自治体が法適用としました。今後は、人口３万人未満の市町村についても法適用にむけたロードマップが策定されており、2023年度までに公営企業会計への移行が求められています。

2019年10月より改正水道法が施行され、自治体が施設を保有したままコンセッション方式を導入して民間企業に水道事業の運営権を売却できるようになりました。宮城県ではコンセッション方式による水道事業の民間委託化「上工下水・みやぎ型管理運営方式」が2022年４月開始にむけて進められており、他への波及も危惧されます。また、北海道においてもソフト・ハードの両面からの広域化が現在検討されています。
しかし、コンセッション方式については、海外では料金の高騰や適切な維持管理がなされないといった民営化失敗により再公営化した事例もあり多くの課題を含有しています。特に水道事業の運営方法は地域住民の生活に直結する問題であり、安心・安全な水道を守る立場で公営の運営を行ってきていることを住民に理解してもらい、対策を強める必要があります。
〔解　説〕
⑴　委託職場の検証について

　業務委託の検討にあたっては、財政難によるコスト削減や退職者不補充などによる人員削減を目的とした安易な委託は行わないよう事業施策の方向性を日常活動のなかで明らかにするよう訴えることが重要です。また委託業務に関する協議は、発注者責任を認識し、現在のサービスから低下することがないように、住民の生命と財産を守るライフラインの維持や継続など住民目線で、安心・安全な事業運営のあり方を視点に協議を行い、地域（住民）に不利益が生じることのないようにすることが必要です。事業委託後に民間事業者の倒産などにより担い手がいない場合の対策や受注者の変更や手法の変更が必要となった場合、契約約款における違約金制度により結果として利用者の負担となります。また、導入に際しては地域住民の視点で定期的に検証できるような仕組みを取り入れることも必要です。

⑵　災害時の支援体制の確立について

　災害発生時にはライフラインを早急に復旧させることが求められており、他自治体と連携した支援体制や支援の受け入れ体制などの確立と同時に、災害を想定したマニュアルや訓練を検証し、改善していくことが必要です。また、労働関係法の遵守を視点に災害時における勤務労働条件は、36協定にて災害時の対応も含めた協定を交わすなど、整備が必要です。

⑶　技術の継承と適正な人員確保について

　自治体職員の合理化とともに公営企業職場においては、豊富な経験や知識を有した職員が減少しています。維持管理の実態や施設の現状を把握し、行政が責任を持って確実に事業を進めることができる執行体制を確保する必要があります。職員の配置・異動については地公労法の交渉事項であることも踏まえ、再任用制度の活用も含め計画的な採用・配置・異動による技術の継承を求めていくことが必要です。

⑷　地方公営企業法の適用について

　地方公営企業法では、上水道事業やガス事業及び工業用水道事業等について全部適用（当然適用事業）としており、簡易水道事業や公共下水道事業等については任意適用事業とされています。地方公営企業法の全部適用になることで、その事業に従事する職員は「地方公営企業等の労働関係に関する法律」が適用され、「職員団体」から「労働組合」へと労働法制の適用が広がることとなります。また、法適用においては業務量の増大・著しい料金値上げ・過度な人件費の抑制などさまざまなデメリットも懸念されると同時に、公企労働者の賃金、労働条件や事業のあり方などに深く関わるため、当局に検討の状況を明らかにさせ、積極的に協議を行っていく必要があります。
　また、一部適用（財務適用）とした場合においても、全部適用と同様に、現金主義である単純な官庁会計から、発生主義に基づく公営企業会計（複式簿記）へ移行することとなり、経営状況の明確化や適正な財産管理が可能となる一方、専門的な会計処理が求められ、特に事務職員の業務量の増加が懸念されます。
⑸　中長期的な事業プランや地域ビジョンについて

　2013年３月に厚生労働省から新水道ビジョンが発表され、50年、100年後の将来を見据えた水道の理想像が示されました。新水道ビジョンは、地域水道ビジョン（水道事業ビジョン）を水道の理想像を具現化するために自らが定め、その内容の実現にむけた取り組みを積極的に進めるものとされています。その一方で地域水道ビジョンの策定率は2020年３月現在81%にとどまっており、中小規模事業体を中心にいまだ策定されていない事業体が多くあるのが現状です。公的管理を基本とした地域水道ビジョンの策定や広域化の検討に向けて立案の段階から積極的に関わっていくことが必要です。また、下水道事業においても、水循環を視点とした水再生・利活用ネットワークの創出や下水道資源の有効活用、防災・減災にむけ、安全確保や機能高度化など、新たな社会ニーズに応える下水道（「サスティナブル下水道」）として100年を見越したビジョンが策定されています。

　公営企業である各事業体においては、地域特性を踏まえ、人口減少や経営戦略を視点とした中・長期的な経営プランの策定により、安定した事業運営を住民と共に進める必要があります。
	

	※【PPP/PFI推進アクションプラン】

　2016年５月に内閣府により新たに策定され、水道事業及び下水道事業等において各６事業と具体的な数値目標を掲げコンセッション方式の導入が推進されてきました。また、単独の事業体では導入が困難なものについて、バンドリング（同種又は異種の複数施設を一括して事業化する手法）や広域化等の検討により、事業としての成立性を高め、コンセッション方式を導入しやすい環境に向けた検討もなされています。

　2021年改定版では、「多様なPPP/PFI手法導入を優先的に検討するための指針」に基づいて優先的検討規程を定め、的確な運用が求められる地方自治体を、人口20万人以上から人口10万人以上の団体に拡大し、2023年度末までの策定を促すこととされています。

	


	

	※【コンセッション方式】

　2011年のPFI法の改正により導入された方式で、利用料金の徴収を行う公共施設について、施設の所有権を公共が有したまま、施設の運営権を民間事業者に設定し事業を運営する。

　民間事業者による事業運営を可能とすることにより、利用者ニーズを反映したサービスが提供できると言われる一方で、自治体から現場のノウハウが消失し、災害時において真の住民ニーズに応えることができなくなる懸念や、過度な料金値上げにつながるのではないかとも指摘されている。

	


公共交通部門に関わる制度政策要求について
〔要　求〕
	

	１．地域公共交通再生やまちづくりが一体となった制度政策の実現に向けて、交通政策基本法や改正地域公共交通活性化再生法に基づいた地域公共交通計画の策定、法定協議会を設置して実効性を高めるため、次の対応をはかること。

①　住民・利用者の利用実態とニーズの調査を行い、地域公共交通に関するサービス、事業運営状況、事業者間の連携状況を把握すること。

②　関係計画の策定にあたっては、社会保障・育児・教育・地域振興等に関する施策との連携により、住民が安心して豊かに暮らすことのできる地域づくりに資する持続可能な公共交通ネットワークを構築すること。

２．公共交通への出資による住民の移動手段の確保が、医療・福祉・介護・子育てなどの行政サービス等地域全体の利益となる「クロスセクター効果」を波及させるため、公共交通専任部署、専任者を配置し、部局間連携を強化すること

３．自治体で働く公営・公共交通労働者の労働条件の整備に取り組むこと。また、高齢・男性労働力に頼る交通職場の構造から脱却し、若年層や女性労働力を集約する構造へ転換をはかるための施策を講ずること。

４．公営・公共交通を「移動するための手段」として誰もが等しく受益できる公共サービスと位置づけ、安全・安心を前提にMaaSなど先進的な事業等によるシームレス化に向けた検討など地域住民のための整備・拡充をはかること。

５．安全・安心な利用にかなう横断歩道や交通信号、点字パネルなどの整備・拡充、また、補助制度を活用したノンステップ、フルフラット車両の導入など、高齢者や交通弱者の移動が円滑に行われるよう、バリアフリー化に向けたマスタープラン制度も活用し、利便性向上に向けた施策をはかること。

６．「ライドシェア」については、安全性や事故発生時の補償問題・雇用によらない働き方などで多くの課題があり、単なる利便性や効率性の追求を理由に導入しないこと。

７．新型コロナウイルス感染拡大により弱体化した地域公共交通に対して、地域を支える重要なインフラとして支援し、維持・確保に努めること。

	


〔解　説〕（一部国土交通省資料等より抜粋）
⑴　交通政策基本法の理念を活かし、地域公共交通計画の策定を
地域の暮らしと産業を支え、大都市・地方都市を問わず、豊かで暮らしやすい地域づくり、個性のある地域の振興をはかるうえで「移動」は欠かせない存在です。しかし、近年の人口減少の本格化、運転手不足の深刻化、公共交通を維持するための公的負担の増加等により公共交通の維持は容易ではなくなってきています。さらに新型コロナの感染拡大による利用者減少により交通事業者の経営は厳しい状況にあります。地域における移動の確保は、交通分野の課題解決にとどまらず、まちづくり、観光振興、更に健康、福祉、教育、環境等のさまざまな分野で大きな効果をもたらし、地域全体の価値を高めることに直結することから、地方公共団体が中心となって地域戦略の一環として取り組むことが重要となっています。
このような背景のもと、交通政策基本法が2020年12月に改正され、人口減少や大規模災害、感染症流行などを踏まえ公共交通の機能維持のために国が支援することを明記されました。また、「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（活性化再生法）」が2020年11月に改正施行され、地域公共交通のマスタープランとなる「地域公共交通計画」の策定が定められました。
地域公共交通計画は、地方の移動手段を確保するためのニーズにきめ細かく対応できる地方公共団体が中心になって、交通事業者や住民などの関係者と協議し、「地域にとって望ましい地域旅客運送サービスの姿」を明らかにする「マスタープラン」としての役割を果たすものです。「法定協議会」を開催し、交通事業者や地域の関係者との協議をつうじて策定していきます。従来の「地域公共交通網形成計画」に代わる新たな計画となる地域公共交通計画は、ネットワークの確保に加え、ダイヤ、運賃などサービスを総合的に捉え、また、地域の輸送資源を総動員(バス、タクシー、スクールバス、民間の送迎サービス等々)する具体策を盛り込め、地方公共団体に策定が義務化されています。さらに毎年度の評価、PDCA取り組み強化で実効性を確保するとされています。
⑵　新たなモビリティサービス・日本版MaaSの取り組み
地域公共交通の輸送人員は軒並み大幅な下落傾向にあり、全国の6割の事業者が赤字といわれています。特に地方おけるバス事業の収支率は低く、低賃金、長時間労働などにより、自動車運転者を志望する人が減少し人で不足が深刻化しています。政府は、これらの課題に対して、IoTやAIを活用したMaaS等の新たなモビリティサービスへの取り組を促進するとしています。MaaSは、利用者が、出発地から目的地までの交通手段（鉄道・バス・タクシー・カーシェア等）や宿泊施設、観光施設などの検索・予約・決済までを一つのサービスとして提供することで、地方における交通手段の確保、都市部における渋滞緩和や環境負荷の低減などの課題を解決し、人々のライフスタイルやまちづくりのあり方まで変えることになるとし、「日本版MaaS」は、あらゆる人々の豊かな暮らしをめざすものとしています。
現在、全国で民間事業者、また自治体と民間事業者の協働により多様な実証実験が行われており、データの蓄積により、公共交通がかかえる課題、利用者の利便性向上につながる新たなサービスの構築が期待されるとしています。しかし、交通事業の基礎である安全・安心が十分に担保されることが重要であり、さらに、新たなサービスが利用者、特に高齢者にとって新たなバリアとならないような制度設計が求められます。
⑶　改正バリアフリー法における移動等円滑化促進方針（マスタープラン）の創設
地域における高齢者や障がい者の自立した日常生活や社会生活を確保するためには、利用する旅客施設、建築物等の生活関連施設およびこれらの間の経路を構成する道路、駅前広場、通路その他の施設が面的・一体的に移動等円滑化がはかられていることが重要です。そのため、バリアフリー法による基本構想制度によって面的・一体的なバリアフリー化を推進してきました。しかし、基本構想作成にあたっては事業の調整が難航することが課題となっており、作成済み自治体は全国で2割程度にとどまっています。そのため改正バリアフリー法においては基本構想の前段として、生活関連施設が集積し、その間の移動が通常徒歩で行われる地区（移動等円滑化促進地区）においてバリアフリーの方針を示すマスタープラン制度が創設されています。
基本構想あるいはマスタープランの策定にあたっては、自治体の担当部局を中心に幅広い部局間の連携が必要であり、さらに施設管理者、交通事業者、高齢者や障害者などの利用者代表などによる協議会を組織し、多様な関係者の参画により透明性を高め、効率的に協議・調整を進めることが重要となってきます。また、地域公共交通網はバリアフリー化と密接に関係してくることから、地域公共交通計画(地域公共交通網形成計画)や道路運送法における地域公共交通会議などとの連携が重要となります。
⑷　新型コロナ感染拡大による地域公共交通への影響
国土交通省が2020年5月に公表した「令和2年度国土交通白書」によると、全国の公共交通の状況として、鉄道(中小民鉄)では、利用者が50%以上減少した事業者が4月は6割、5月が7割、乗合バス事業では一般路線バスにおける5月の運賃収入が50％以上減少する事業者が約6割、高速バス等においては5月の運賃収入が70%以上減少する事業者が約9割、また、タクシーでは運送収入が50%以上減少する事業者が4月・5月とも約9割とされています。公共交通は、新型コロナ過にあっても休業要請の対象外であり、エッセンシャルワーカーを含む市民の「くらしの足」を守るために運行を継続してきました。「三蜜」回避のために、需要が落ち込んだとしても大幅な減便が困難であり雇用の調整にも限界であり、一部減便したことによる収入の落ち込みをカバーするほどの費用削減も困難です。もともと他業種と比べ収支率が高くなく、特に地方の乗り合いバス事業者にとっては感染症の感染拡大は経営の危機の直結、すでに経営破綻となる事業者も散見されています。公営交通も例外ではなく、厳しい決算により、今後、財政再建団体の指定を受けることが予想される団体もあります。
国は、感染拡大防止対策を行いながらサービス提供され、財政基盤の揺らいでいる事業者が感染拡大終息後もサービスの提供が困難となることを回避するための支援策として、①従業員と利用者の感染防止の徹底、②事業者における当面のキャッシュの確保、③財務力が脆弱な事業者の経営行き詰まりの回避、④外出自粛終了後の運賃収入V字回復の確保・将来設備投資の促進、⑤新たなサービス・ビジネスモデルへの円滑な移行を掲げ、地域の公共交通に対する対策支援補助を実施しています。また自治体への財政支援として新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（脱コロナに向けた協生支援金）を創設・拡充し、2020年度一次補正予算に1兆円、二次補正予算2兆円が確保されており、その内、公共交通関係では「公共交通(バス・鉄道・旅客船・航空等)応援事業」「地域公共交通機関の高度化支援事業」などの事例が挙げられ活用が呼びかけられています。しかし、対策支援について大手や公営交通が一部除外されているなど是正する点もあり、早急な取り組みが求められます。
	ライドシェア

　　シェアリングエコノミーの一環として検討されており、仲介サイト事業者がスマートフォンのアプリで運転車と利用者を仲介し、自家用自動車を使って有償で利用者を運ぶ配車サービス。自家用車におけるライドシェアの合法化は白タク行為の合法化であり、道路運送法、労働法の適用を受けず、運送責任、雇用責任も負わない仲介事業者のもとで、安全管理、労働条件の保障もなく旅客運送が行われることは、利用者の安全を担保する措置の崩壊へとつながる危惧がされている。しかし、自家用有償旅客輸送の「福祉有償運送」は例外的な取り扱いとなっており、この分野にライドシェアのシステム導入の動きが報告されている。

連合は「公共交通については、特区制度を活用する場合も含め、国民生活の安全・安心を保障することを前提とし、単なる利便性や効率性に追求による安易な規制緩和は行わない」ことを政策要求している。国交省も「安全の確保、利用者の保護といった点から課題が多く、極めて慎重に検討していかなければならないと考えている」としている。
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